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ストレスチェック制度ではメンタルヘルス不調の未然防止のために職場環境改善が推奨されているが，職場環

境改善の効果については不明な点が多い．本研究では，様々なタイプの職場環境改善の経験について調査を行い，

その経験の有無とメンタルヘルスの指標の関連を縦断的に検討した．1 年の間隔をあけて 2 回の調査を行い，7,970
名の労働者のデータが解析対象となった．職場環境改善については，24 項目のチェックリストによってたずね，

メンタルヘルス（精神的不調，プレゼンティーズム，高ストレス）については，それぞれ標準化された尺度で評

価した．ロジスティック回帰分析の結果，職場環境改善の総数が多いと，2 回目の調査時のメンタルヘルスの不良

な状態の割合が低いことが示された．職場環境改善の種類を検討した結果，対人関係や相互支援の職場環境改善

を経験していると精神的不調の割合が低いことが示された．また，層別分析から，経験した職場環境改善の種類

とメンタルヘルスの関連の有無は，第 2 次産業と第 3次産業で異なる可能性が示された．本研究は，職場環境改

善がメンタルヘルスの状態を改善させる可能性を示唆しており，また，これらの職場環境改善とメンタルヘルス

の関連は，改善の種類，対象となる労働者の業種，扱うメンタルヘルスの指標によって異なる可能性を示した．

今後，本研究の成果を，ストレスチェック制度における職場環境改善の推進に役立てていくことが必要である． 
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1．はじめに 

 
職場環境における心理社会的ストレスは健康を悪化さ

せることが多く報告されており，労働安全衛生上の大き

な問題となっている．例えば，日本では，半数以上の労

働者が職業生活において不安，心配，苦痛を経験してお

り，13%の事業所において，過去 1 年間に従業員がメン

タルヘルス上の問題により休職・離職したことが報告さ

れている 1)．日本では，その対策の一つとして，2015 年

12 月よりストレスチェック制度が施行された．ストレス

チェックは，主にメンタルヘルス不調の一次予防を目的

にしており，その具体的な対策の一つとして，職場環境

の改善が位置づけられている． 
しかしながら，先行研究では，ストレスやメンタルヘ

ルスに対する職場環境改善の効果は必ずしも一貫してい

ないことが報告されている．たとえば，39 の組織的介入

の研究を扱ったシステマティックレビューでは，約半数

で有意な効果が得られてない 2)．また，有意な効果が得

られた研究においても，介入の内容や対象者の業種や職

種，扱っているメンタルヘルスの変数は，研究によって

大きくばらついており，職場環境改善の効果の全体像は

明らかになっていない． 
そこで，本研究では，大規模な労働者の集団を対象に，

様々なタイプの職場環境改善の経験について調査を行い，

その経験の有無とメンタルヘルスの指標（精神的不調，

プレゼンティーズム，高ストレス）の関連を検討した．

また，その関連について，業種別（第 2 次産業，第 3 次

産業）の検討も行った． 
 

2．方法 
 
1）対象者 
本研究では，労働者を対象とした大規模なウェブ調査

（ Web-based Longitudinal Study of Work 
Environment and Daily Lifestyle: WELWEL3））のデー

タを解析した．WELWEL では，日本人労働者の業種，

年齢（20～59 歳），性別の割合に合致するように調査対

象者を 2 万人抽出し，2 年間にわたる追跡（合計 3 回の

調査）を実施している．本研究では 2022 年 2 月に実施

した 1 回目の調査と，2023 年 2 月に実施した 2 回目の

調査のデータを利用した．2 回の調査に参加した対象者

は 7,970 名であった．対象者の特徴は表 1 に示すとおり

である．なお，本研究は労働安全衛生総合研究所の研究

倫理審査委員会の承認のもと，実施された（2021N-1-19）． 
 
2）測定項目 
職場環境改善については，先行研究 4)を参考に 24 の職

場環境改善の項目を作成した（例  特定の個人やチーム

に業務が集中しないよう，人員の見直しや業務量の調整

が行われるようになった）．24 項目は，「仕事の進め方」
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「作業場・オフィス環境」「職場の人間関係・相互支援」

「安心できる職場のしくみ」の 4 つのタイプ（各 6 項目）

によって構成されている．回答者の所属する部署や職場

全体でそれぞれの職場環境改善が行われたかについて，

「1 年以上前から取り組まれている」「最近 1 年間で取り

組まれるようになった」「取り組まれなかった．今後必要

である．」「取り組まれなかった．特に必要ない．」「うち

の職場には該当しない．」の選択肢で回答を求めた．本研

究では，24 項目全体と 4 つの種類の職場環境改善につい

て，経験した数（「1 年以上前から取り組まれている」，

あるいは「最近 1 年で取り組まれるようになった」の数）

をそれぞれ算出した． 
精神的不調については，K6 尺度 5)によって評価した．

K6 尺度は，過去 30 日間の抑うつ・不安の症状をたずね

る 6 項目からなり，本研究では，13 点以上を精神的不調

として扱った． 
プレゼンティーズム（仕事パフォーマンスが低下した

状態）については，WHO Health and Work Performance 
Questionnaire 短縮版 (HPQ)6)の項目によって評価した．

過去 28 日間の仕事のパフォーマンスについて 0～10 の

11 段階で回答を求め，パフォーマンス得点は，尺度得点

に 10 を乗じて算出した（範囲：0～100）．先行研究 7)を

参考に，本研究ではプレゼンティーズムを 40 点以下と

定義した． 
高ストレスは，職業性ストレス簡易調査票 8)によって

評価した．本尺度は，仕事のストレッサー，ストレス反

応，ソーシャルサポートについてたずねる 57 項目から

なり，本研究では，厚生労働省の基準に従って，ストレ

ス反応が高いこと（「心身のストレス反応」77 点以上），

あるいは，ストレス反応，仕事のストレッサー，ソーシャ

ルサポートの得点の組み合わせ（「仕事のストレス要因」

と「周囲のサポート」の合計得点 76 点以上，かつ「心身

のストレス反応」63 点以上）によって，高ストレスを定

義した 9)． 
上記に加えて，背景要因（年齢，性別，学歴，世帯年

収），職業要因（業種，職種，事業場規模，雇用形態，週

当たりのテレワーク日数，夜勤の有無）についてたずね

た． 
 
3）統計解析 

1 回目の調査の職場環境改善の数を独立変数，2 回目

の調査時の精神的不調，プレゼンティーズム，高ストレ

スを従属変数としたロジスティック回帰分析を実施し，

オッズ比を算出した．職場環境改善については，職場環

表 1 対象者の背景要因・職業要因 
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境改善の総数（範囲 0-24），4 つの種類の職場環境改善の

数（範囲 0-6）をそれぞれ投入した．オッズ比は，個人要

因（年齢，性別，教育歴，世帯年収），職場要因（職種，

雇用形態，事業場規模，夜勤，フルテレワーク），ならび

に 1 年目の各アウトカム（精神的不調，プレゼンティー

ズム，高ストレス）を調整したものを示した． 
また層別分析として，業種ごと（第 2 次産業，第 3 次

産業）にロジスティック回帰分析を実施した．統計解析

は SPSS version 27 (IBM, Chicago, IL, USA)を利用し，

p 値は 5%未満を有意として扱った． 
 

3．結果・考察 
 

2 回の調査に参加した 7,970 名の労働者のデータが解

析対象となった（追跡率 39.9％）．ロジスティック回帰

分析を実施したところ，職場環境改善の総数と精神的不

調（OR = 0.99 [95%Cl 0.97-1.00], p = 0.033），プレゼン

ティーズム（OR = 0.98, [95%Cl 0.97-1.00], p = 0.016），
高ストレス（OR = 0.98 [95%Cl 0.97-0.98], p < 0.001）
のオッズ比の間に負の関連が示された（表 2）． 

4 タイプの職場環境改善について解析を行ったところ

（表 2），いずれのタイプの改善も高ストレスのオッズ比

と負の関連が示された．また，人間関係・相互支援に関

する改善は精神的不調（OR = 0.94 [95%Cl 0.90-0.98], p 
= 0.006），プレゼンティーズム（OR = 0.94 [95%Cl 0.90-
0.98], p = 0.005）のオッズ比と負の関連が示された．作

表 2 職場環境改善とメンタルヘルスの関連（調整済みオッズ比と 95%信頼区間）a) 

 

a) 1 年目の職場環境改善を独立変数，2 年目のメンタルヘルス変数（精神的不調，プレゼンティーズム，高ストレス）を従属変数としたロジスティッ

ク回帰分析（有意なオッズ比は太字になっている） 

b) 職場環境改善の数は連続変数として投入された．連続変数の範囲は，「全体」で 0～24，4 つのタイプはそれぞれ 0～6 となっている． 

 
表 3 第 2 次産業（上段）・第 3 次産業（下段）の労働者における職場環境改善とメンタルヘルスの関連（調整済み

オッズ比と 95%信頼区間）a) 

 
a) 1 年目の職場環境改善を独立変数，2 年目のメンタルヘルス変数（精神的不調，プレゼンティーズム，高ストレス）を従属変数としたロジスティッ

ク回帰分析（有意なオッズ比は太字になっている） 

b) 職場環境改善の数は連続変数として投入された．連続変数の範囲は，「全体」で 0～24，4 つのタイプはそれぞれ 0～6 となっている． 
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業場・オフィス環境の改善はプレゼンティーズム（OR = 
0.94 [95%Cl 0.89-0.99], p = 0.021）のオッズ比と負の関

連が示された． 
業種ごとの層別分析の結果は，表 3 に示すとおりであ

る．第 2 次産業の労働者（N＝2,227）ではプレゼンティー

ズムと高ストレス，第 3 次産業の労働者（N＝5,693）で

は精神的不調と高ストレスを従属変数としたときに，有

意なオッズ比が得られた． 
全体として，過去に経験した職場環境改善の総数が多

いと，メンタルヘルスの不良な状態の割合は低かった．

これは過去の先行研究の結果の方向性とも一貫する結果

であった．本研究では，さらに 4 種類の職場環境改善に

わけて検討し，どの種類の職場環境改善も高ストレスと

負の関連を示すことや，精神的不調に対しては，人間関

係・相互支援の職場環境改善との関連が強いことが示さ

れた．また，業種別で検討した場合，関連のあるメンタ

ルヘルス指標が第 2 次産業と第 3 次産業で異なることが

示され，職場環境改善の種類によっても結果が若干異な

ることが示された．したがって，職場環境改善を実施す

る際は，より効果を高めるために，改善の内容や効果を

測定する指標を吟味する必要があるだろう． 
この研究の限界点としては，何点かあげられる．一つ

は，縦断調査の追跡率が低いことであり（約 40%），メン

タルヘルスが悪化した人は 2 回目の調査で脱落している

など，結果にバイアスが生じている可能性がある．また，

本研究の対象者は高ストレス者の割合が多く（20.2%），

この点も注意が必要である．二つ目に，本研究では職場

環境改善については，アンケートでたずねているため，

対象者が把握していない改善や覚えていない改善がある

可能性がある．最後に，本研究は観察研究であるため，

将来的には，介入研究を実施して，職場環境改善の効果

を検証する必要がある． 
 

4．まとめ 
 

この研究では，職場環境改善とメンタルヘルスの関連

を 1 年間の縦断的な調査によって検討した．その結果，

過去に経験した職場環境改善の数が多いほど，メンタル

ヘルスの不良な状態の割合が低いことが示された．さら

に 4 つの種類の職場環境改善にわけて検討した場合，ど

の種類の職場環境改善も高ストレスと負の関連があるこ

とや，精神的不調に対しては，人間関係・相互支援の改

善との関連が強いことが示された．また，職場環境改善

とメンタルヘルスの関連は，改善の種類とメンタルヘル

ス指標によって，第 2 次産業と第 3 次産業の間で異なる

可能性が示された．したがって，職場環境改善を実施す

る際は，より効果を高めるために，改善の内容や効果を

測定する指標を事前に吟味する必要があるだろう．この

研究は職場環境改善の効果に関する基礎的データを提供

しており，今後，このデータをストレスチェック制度に

おける職場環境改善の推進に役立てていく必要がある． 
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